
国土交通省CALS/EC
アクションプログラム２００８（素案）について

平成２１年１月９日

第１回 国土交通省CALS/EC推進本部幹事会

資料-１



●ＣＡＬＳ／ＥＣとは

• ＣＡＬＳ／ＥＣとは、「公共事業
支援統合情報システム」の略
であり、従来は紙で交換されて
いた情報を電子化するとともに、
ネットワークを活用して各業務
プロセスをまたぐ情報の共有・
有効活用を図ることにより公共
事業の生産性向上やコスト縮
減等を実現するための取り組
みである。
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● CALS/ECの語源

Commerce At Light Speed
（光速の商取引）

1987年

1993年

1997年

Electronic Commerce （電子商取引）

米国・国防総省

民間企業

事業のライフサイクルでの
情報の電子化による、情報
の伝達、共有、連携、再利
用の効率化

調達や文書の電子化による
業務の効率化

Continuous Acquisition and Life-cycle Support
（ライフサイクルを通した調達支援）

Computer-aided Acquisition and Logistics Support
（コンピュータによる調達支援）
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●これまでの取り組み

「建設CALS整備基本構想」

• 平成８年に策定。

• 建設CALSの整備の方向性を示したもので、平成２２年（2010年）までを対象期間としている。

「建設CALS/ECアクションプログラム」

• 平成９年に策定。

• 平成１６年までの具体的な実施計画を示した。

「国土交通省CALS/ECアクションプログラム」

• 平成１４年に策定。

• 旧建設省、旧運輸省の取組を一本化して、平成１６年までの具体的な実施計画を示した。

「国土交通省CALS/ECアクションプログラム2005」

• 平成１９年までの具体的な実施計画を示した。

１．CALS/ECの取り組み経緯
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建設CALS整備基本構想の整備目標

★実証フィールド実験の開始と一

部電子データ交換の実現

★統合ＤＢの構築と電子化に

対応した制度の確立

★２１世紀の新しい公共事業

執行システムの確立

（ﾗｲﾌｻｲｸﾙｻﾎﾟｰﾄの実現）
全体目標

短 期

（１９９６～１９９８）

中 期

（１９９９～２００５）

長 期

（２００６～２０１０）

・窓口業務の電子化

・設計図書の電子化

・成果品の一部電子化

・図面交換の一部電子化

・物品調達の一部電子化

・サービス調達の一部電子化

・成果品の電子化

・図面交換の電子化

・調達の電子化

・実証フィールド実験の開始

・一部のDB間連携

・技術基準類の電子化

・プロジェクトＤＢの構築

・保有図面・図書の一部電子化

・統合ＤＢ環境の確立

・転記作業の完全撤廃

・保有図面・図書の継続的電子化

・一部業務の電子化対応 ・新たな業務プロセスの制度化と

導入

・電子マニュアルの一部導入

・電子データ環境における新たな

業務執行システムの確立

・CALS標準の導入開始 ・国内で利用する技術標準の

選定

・技術動向を踏まえた新たな技術

標準の選定

①情報交換
（主に発注者・受注者間）

②情報共有・連携
（主に発注者側）

③業務プロセスの改

善

④技術標準

・実証フィールド実験の開始

・電子メールの活用促進

・窓口業務の一部電子化

・電子調達ルールの確立

・国際連携のフレームづくり
（国際会議出席、ネットワークづくり）

・諸外国との情報交換体制の確立

（Internetの活用等）
⑤国際交流・連携
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２．アクションプログラムについて

（１）AP2005の最終年度に実

施・改良のレベルに達した目標

（２）AP2005の最終年度で当

初計画通りの進捗が図られた
が実施・改良のレベルに達して
いない目標

（３）AP2005の最終年度で未
達成の目標

（４）引き続き継続的な取り組
みが必要な目標

AP2005の推進期間での進捗に係わらず、継続的に取り組む

今後の更なる取り組みが必要であるか、継続を検討する必要あり

今後はフォローアップ等の対応になる

目標1 入札契約情報の提供方法の工夫による情報収集効率の向上

目標2 入札説明書のインターネットを通じた配布による調達手続きの効率化

目標4 CADデータ交換標準の改良による情報交換の効率化

目標14 取組状況の公開と研修テキストの共有による全国的展開の促進

目標9 完成図を利用した管理図の蓄積・更新の迅速化・効率化

目標17 情報共有・連携に向けた必要な標準の整備

目標18 CAD高度利用へ対応した国際標準機関との連携

目標3 契約手続きの電子化による調達手続きの効率化

目標5 ３次元情報の利用を促進する要領整備による設計・施工管理の高度化

目標12 現場からの情報取得による作業の効率化

目標16 工事施工中の情報交換・共有の効率化

目標6 入札契約手続に関するシステム間連携による調達手続きの効率化

目標7 地質データの提供による調査分析・施工計画の精度向上

目標8 施設情報を提供して技術提案募集によるコスト縮減と品質確保

目標10 維持管理データベース更新の迅速化・効率化

目標11 ＧＩＳ管理図に重ね合わせた施設情報管理の効率化

目標13 情報モデルの管理によるシステム間の情報交換・共有・連携の促進

目標15 数量計算をCADで可能とする体制整備によるコスト縮減

●ＡＰ２００８（素案）目標検討
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AP2008（素案）の目標
基本方針：

これまでのCALS/ECアクションプログラムの成果を踏まえ、工事生産性の向上（コスト削減、
スピードアップ化）、維持管理の効率化、透明性の確保を図る観点から、次の6つの重点分野
において、ICT技術を活用した建設生産システム（社会資本監理システム）を構築する。

-7-

目標-①
入札契約書類の完全電子化による手続きの効率化
入札契約手続き書類の完全電子化による手続きの効率化により一連の調達がすべてインターネット上で可能とな
る

目標-②
発注者・受注者間のコミュニケーションの円滑化
情報共有システムの利活用により、発注者・受注者間のコミュニケーションの円滑化を図る。

目標-③
調査・計画・設計・施工・管理を通じて利用可能な電子データの利活用
3次元データの利用により、工事の一層の品質向上とコスト縮減及びスピードアップ化を図るなど建設生産システム
の生産性向上が可能となる(CADデータの利活用）

目標-④
工事の一層の品質向上を図る情報化施工の普及推進
情報化施工により、工事の一層の品質向上とコスト縮減及びスピードアップ化を図るなど建設生産システムの生産
性向上が可能となる(情報化施工）

目標-⑤
完全電子納品化に対応した品質検査技術の開発
ﾓﾊﾞｲﾙや情報共有ｼｽﾃﾑ等の必要なﾊｰﾄﾞｳｪｱの整備及びｼｽﾃﾑの構築により工事成果の完全電子納品化、電子検
査の実現、紙・電子の二重納品の解消

目標-⑥
CALS/ECの普及
各種研修や資格制度の活用等を通じCALS/ECの普及を促進させて、直轄のCALS/ECリテラシー向上、自治体の
CALS/EC普及率向上



AP2005 ⇒ AP2008（素案）
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AP2005 AP2008(素案)

目標
No

目標名
目標
No

目標名（AP2005に関連する目標）

① ①

① 1,2,3,6

①

②

③、④ 16

①

③ ③

③ 5,7,8,9

10,11,15

③

③

③

⑤ ④
5,16

①

③ ⑤
12

②④

⑥

⑥

⑥
17、18

凡例 計画通り進捗し完了している目標　　　　　　　
計画通り進捗しているが、継続実施の目標　
計画通り進捗しておらず、継続実施する目標

入札契約書類の完全電子化による手続きの効率化
入札契約手続き書類の完全電子化による手続きの効率化により一連の

調達がすべてインターネット上で可能となる

a)　電子契約のシステム開発

b)　システム間における情報の相互利用による

　　利用情報の拡大

c)　完全電子化を可能とする情報交換容量の拡大

発注者・受注者間のコミュニケーションの円滑化
情報共有システムの利活用により、発注者・受注者間のコミュニケーショ

ンの円滑化を図る。

d)　円滑な情報共有化を図るアプリケーション・ソフトの

　　導入（情報共有ASPの普及等）

e)　電子データベースの閲覧性の向上

調査・計画・設計・施工・管理を通じて利用可能な電子デー
タの利活用
3次元データの利用により、工事の一層の品質向上とコスト縮減及びス

ピードアップ化を図るなど建設生産システムの生産性向上が可能となる

(CADデータの利活用）

f)　設計・施工の基礎となる地質、測量の一元化

g)　CADデータによる設計、積算、施工の効率化

ｈ）維持管理に必要なデータベースの高度化

工事の一層の品質向上を図る情報化施工の普及推進
情報化施工により、工事の一層の品質向上とコスト縮減及びスピードアッ

プ化を図るなど建設生産システムの生産性向上が可能となる(情報化施

工）

i)　施工管理手法および監督・検査の情報化施工への対応

ｊ)　情報化施工普及による品質の向上、生産性の向上

入札契約情報の提供方法の工夫による

情報収集効率の向上

入札説明書のインターネットを通じた配布による調達手続きの効率化

契約手続きの電子化による調達手続きの効率化

CADデータ交換標準の改良による情報交換の効率化

３次元情報の利用を促進する要領整備による設計・施工管理の高度化

入札契約手続に関するシステム間連携による調達手続きの効率化

地質データの提供による調査分析・施工計画の精度向上

施設情報を提供して技術提案募集によるコスト縮減と品質確保

完成図を利用した管理図の蓄積・更新の迅速化・効率化

維持管理データベース更新の迅速化・効率化

GIS管理図に重ね合わせた施設情報管理の効率

現場からの情報取得による作業の効率化

5

6

7

17

8

12

9

10

11

1

2

3

4

情報モデルの管理によるシステム間の情報交換・共有・連携の促進

取組状況の公開と研修テキストの共有による全国的展開の促進

工事施工中の情報交換・共有の効率化

数量計算をCADで可能とする体制整備によるコスト縮減

18

13

14

15

16

情報共有・連携に向けた必要な標準の整備

CADの高度利用へ対応した国際標準機関との連携

完全電子納品化に対応した品質検査技術の開発
ﾓﾊﾞｲﾙや情報共有ｼｽﾃﾑ等の必要なﾊｰﾄ ﾞｳｪｱの整備及びｼｽﾃﾑの構築

により工事成果の完全電子納品化、電子検査の実現、紙・電子の二重納

品の解消

ｋ)　現地検査方法の開発

　　（二重納品の排除、モバイル化）

CALS/ECの普及
各種研修や資格制度の活用等を通じCALS/ECの普及を促進させて、直

轄のCALS/ECリテラシー向上、自治体のCALS/EC普及率向上

ｌ)　CALS/ECの普及のための技術者の育成

ｍ)　CALS/EC関連技術基準等の整備

ｎ)　CALS/EC高度化のための助成・国際標準機関との連携



目標-①
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目標－① とりまとめ課 利用フェーズ 調達

利用者 本省 本局 事務所 出張所 調査 設計 施工

現状・課題 実現目標

・現状では契約手続は紙で行っており、契約窓口まで出向いて手続を行っている。 a)　電子契約のシステム開発

・多くの地整では電子入札システムと他システムが連携されていないため、 b)　システム間における情報の相互利用による利用情報の拡大

・情報の再入力が必要となっている。 c)　完全電子化を可能とする情報交換容量の拡大

契約利用業務

技術調査課
入札契約書類の完全電子化による手続きの効率化
入札契約書類の完全電子化による手続きの効率化により一連の調達がすべてインターネット上で可能

となる

システム開発・改良 機器調達 既存サービスの活用

○ ○ a

○ ab

○ b

新 ○ c

新 ○ ○ b

H21
行動計画の分類

H22 H23～

システム機器調達、試験システム開発（製造）

運用

実施項目 H20

実現可能性の検討

システム改良、

データ連携、運用

ｺｰﾄﾞ管理用DBの開発

（電子契約ｼｽﾃﾑ内に構築）

検証・改善

　（技術調査課）

　電子入札システムの容量拡大

詳細設計

機器調達

データ連携改良設計

詳細設計

　（建設業課）

　入札ボンドの電子化

システム開発

実証実験

　（技術調査課）

　電子入札からの案件情報登録

　（地方課）

　電子契約システム

　（地方課）

　共通コード

調達関連システム
（工事・業務）参照

入札

契約

支払

登録・参照

発注者入札者
受注者

実績情報提供

電子契約

電子入札

入札情報提供

実績情報

案件情報

コード管理

支払い

凡例 今回実施

添付資料の
容量の拡大

入札・落札情報

支払い情報

契約情報

実績情報

支払情報

保管管理

契約情報

落札情報

案件情報

コード管理

契約情報

CORINS等

支払い

電子入札

入札情報提供



目標-②
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目標－② とりまとめ課 利用フェーズ

利用者 本省 本局 事務所 出張所 調査 設計 施工

現状・課題 目標

・紙文書による書類の整理、関係者での共有がなされていない。 d)　円滑な情報共有化

・受発注者間のやりとり（打合せ、照会、協議等）に時間を要する。     を図るアプリケーショ

・随時には、現場の状況を確認できない。 　　ン・ソフトの導入

・ファイル形式が様々な場合、データ確認に時間を要する。    （情報共有ＡＳＰの普及等）

※平成20年度までに情報共有シス

　　テム機能要件書（Rev2.0）策定

e)　電子データベースの閲覧性の

    向上

（一度で関連ファイルを一覧できる

       ソフトが必要）

発注者・受注者間のコミュニケーションの円滑化
情報共有システムの利活用により、発注者・受注者間のコミュニケーションの円滑化を図る。

調整、現場把握、書類管理、施工利用業務

設計・施工技術調査課

システム開発・改良 機器調達 既存サービスの活用

新 ○ d

新 ○ ｅ

○ d

実施項目
行動計画の分類

H22 H23～H20

運用

機能要件の検討

帳票の見直し

H21

運用
帳票の見直し

システム改良設計・改良

検証・試行

運用

発注者協議会で選定

運用

　（技術調査課・国総研）

　情報共有システムの導入選定

　（技術調査課・国総研）

　情報共有システムの改良による

　ﾜﾝﾃﾞｰﾚｽﾎﾟﾝｽ等の実施

　（港湾局）

　工事帳票管理システムの改善

新

　（技術調査課・国総研）

　電子データの閲覧性の向上

d
機能要件(Rev2.0)策定

既存ソフトとの整合確認

　民間システムとの連携

（○） (○) ○

複数ある添付

ファイルが、一

回の操作で開

けない

一回の操作で
ファイルを閲覧



目標-③
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目標－③ とりまとめ課 利用フェーズ

利用者 本省 本局 事務所 出張所 調査 設計 施工

現状・課題 目標

資料作成、図面作成利用業務

技術調査課
調査・計画・設計・施工・管理を通じて利用可能な電子データの利活用
3次元データの利用により、工事の一層の品質向上とコスト縮減及びスピードアップ化を

図るなど建設生産システムの生産性向上が可能となる(CADデータの利活用）
　全フェーズ

３次元データの取得

モデル工事

3次元で設計しても2次元で納品

・３次元データも、２次元形式の図面に変換して電子納品している。

・仮組において費用、時間を費やしている。

・既に３次元データによる施工管理が行われているものの、公共工事では十分・

活用されていない。

・ＣＡＤデータから数量算出は可能であるが、活用されていない

f)　設計・施工の基礎となる地質、測量データの一元化

g)　CADデータによる設計、積算、施工の効率化

ｈ） 維持管理に必要なデータベースの高度化

システム開発・改良 機器調達 既存サービスの活用

新

新

新

　(国総研）

新 （○） ｈ

○

○ ○

　3次元データを活用した維持管理情

　報の可視化

課題と利活用場面の検討
3次元データと維持管理DBとの連携に

よる可視化検討

○

試行・運用 ○

図面ﾃﾞｰﾀ交換・運用ﾙｰﾙの検討

運用ﾙｰﾙの検証
運用 （○）

既存DBの課題抽出
　（技術調査課・各局・国総研）

　維持管理DBの整備・更新・運用　　※１
維持管理に必要なDBの改良 運用

　３次元データへの

　交換標準の策定

　（技術調査課・河川局・道路局・国総研）

　（技術調査課）

　設計・施工に基礎データの一元化
地質情報DB整備

○

○

　（技術調査課・国総研）

実施項目

ｈ

g

ｆ

ｈ

ｇ

測量データの統合検討 一元化DBの整備

ＣＡＤによる数量算出要領(案)作成、試

行実施

適用工種の拡大

試行拡大

　3次元データを活用したモデル設計・施工の実施

　(技術調査課・国総研）

　流通する図面ﾃﾞｰﾀのルール化

運用

（○） ○

運用

　（技術調査課・官庁営繕部・河川局・道路局・国

総研）

３次元道路構造の納品試行

３次元河川堤防構造の納品試行

３次元データ活用実態の把握

モデル設計・工事の実施計画策定

ＣＡＤによる数量算出要領（素案）作成

H20

３次元河川堤防構造のモデル化

３次元道路構造のモデル化

H21 H22 H23～

３次元データに関する電子納品要領策

定
運用

モデル設計・工事の実施

行動計画の分類

ｇ○

ｈ

○

　ＣＡＤデータの利活用

　２次元ＣＡＤデータによる数量算出

２次元CADによる数量算出活用のため

の技術基準改定

（○）

道　路

河　川



維持管理項目（目標③）
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維持管理ＤＢの整備・更新・運用の内訳（※１） （参考）

システム開発・改良 機器調達 既存サービスの活用

○

○

○

○

○

○運用
システム改良、データ連携設計

試行運用

運用

システム改良、試行運用

運用

運用

システム改良

港湾施設関連データ連携

システム改良、構築、試行運用

河川管理DB試行運用 運用

公園管理ＤＢの改良・データ仕様

検討
公園管理DB試行運用

行動計画の分類

実施項目 H20 H22 H23～H21

既存DBの課題抽出

運用
　（道路局）

　維持管理DB

公園管理ＤＢの課題抽出

システム改良、データ連携設計

システム改良等検討

システム改良設計・改良

　（河川局）

　維持管理DB

河川管理DB（堤防ﾃﾞｰﾀ）整備

データ仕様検討

　（港湾局）

　（港湾）維持管理DB

　（建設施工企画課）

　維持管理ＤＢ

　（航空局）

　（航空）空港舗装巡回等点検システム

　（都市地域整備局）

　維持管理DB



目標-④
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目標－④ とりまとめ課 利用フェーズ 施工、施工管理

利用者 本省 本局 事務所 出張所 調査 設計 施工

現状・課題 目標　

・土工等の出来形検査は丁張りにより把握しているため費用・時間がかかる。 i)施工管理手法および監督・検査の情報化施工への対応

・締固めの品質検査は、測点のみのサンプル検査であり、面的な品質の j)情報化施工普及による品質の向上、生産性の向上

　確認となっていない。 　「情報化施工推進会議」及び中部地整「建設ICT導入研究会」と連携

・機械土工は機械操作をするオペレータの能力に大きく依存しており、今後予想

　される熟練オペレータ不足への対応が必要。

施工、監督検査利用業務

工事の一層の品質向上を図る情報化施工の普及推進
情報化施工により、工事の一層の品質向上とコスト縮減及びスピードアップ化を図るな

ど建設生産システムの生産性向上が可能となる(情報化施工）

技術調査課・建設施工企画課

従来施工
排土板

を操作

丁張り設置
補助員

（施工後のチェック）

目視で確認

情報化施工

排土板を測定

従来施工

測定 

測定 

測定  

RI法による品質計測
（100m2毎に１点計測）

従来施工

測定 

測定 

測定  

RI法による品質計測
（100m2毎に１点計測）

管理ブロックごとの

締固め回数をカウント

2回 3回

品質計測不要

情報化施工

管理ブロックごとの

締固め回数をカウント

2回 3回

品質計測不要

情報化施工

システム開発・改良 工事への適用 既存サービスの活用

新

新 ○ ij)

○

運用

○ ij)

ij)
②ＴＳ・ＧＰＳを用いた盛土の締固め情報

化施工管理要領（案）
要領（案）の運用 要領（案）の改良 管理要領の導入

新
(建設施工企画課）

①施工管理ﾃﾞｰﾀを搭載したＴＳによる出

来形管理要領（案）

要領（案）の運用 要領（案）の改良

実施項目 H20 H21 H22

(技術調査課・建設施工企画課）

情報化施工に対応した新たな施工管理

要領やマニュアルの整備

新たな要領（案）の抽出・

検討

管理要領の導入

要領（案）の作成 試行

H23～
行動計画の分類



目標-⑤
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目標－⑤ とりまとめ課 利用フェーズ

利用者 本省 本局 事務所 出張所 調査 設計 施工

現状・課題 目標

・設計や現場で得られる電子データを紙に印刷して監督・検査に用いられ ｋ)　現地検査方法の開発（二重納品の排除、モバイル化）

・ており、二重納品となっている。（多量の紙資源を使用している。）

・必要となりそうな資料を用意し、資料一式を持って現場へ向かう。

・急遽、他の資料が必要になった。

完全電子納品化に対応した品質検査技術の開発
ﾓﾊﾞｲﾙや情報共有ｼｽﾃﾑ等の必要なﾊｰﾄﾞｳｪｱの整備及びｼｽﾃﾑの構築により工事成果

の完全電子納品化、電子検査の実現、紙・電子の二重納品の解消

電子納品作成・監督検査利用業務

設計・施工技術調査課

●検査は紙で

●納品はCDで

書類検査

プロジェクタの利用

●現場へは紙
　　資料を持参

システム開発・改良 機器調達 既存サービスの活用

（○） ○ k

（○） ○

新
（技術調査課）

現地検査方法の開発（二重納品の

排除）

監督・検査要領の改正 運用

機能要件の検討 ○

H22

電子データによる監督検査

方法の開発

H21実施項目 H20
行動計画の分類

H23～

○

（技術調査課・国総研）

現地検査に使用するモバイル機器

の導入
新 k試行 運用

●電子納品

・各種基準類

・書類・図面・写

真

・工程管理

・打合せ簿

施工・検査・確認等における

モバイル機器の活用

現場検査

情報共有システム



目標-⑥
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目標－⑥ とりまとめ課 利用フェーズ

利用者 本省 本局 事務所 出張所 調査 設計 施工

現状・課題 目標

・現場でCALS/ECを推進する技術者が不足している l)　CALS/ECの普及のための技術者の育成

・普及を考慮したCALS/EC関連技術基準等が未整備 m)　CALS/EC関連技術基準等の整備

・CALS/EC高度化のための民力活用が停滞している n)　CALS/EC高度化のための助成・国際標準機関との連携

（ＣＡＬＳ／ＥＣの普及促進のための民間技術の活用）

技術調査課 全フェーズ
CALS/ECの普及
各種研修や資格制度の活用等を通じCALS/ECの普及を促進させて、直轄のCALS／

ECリテラシー向上、自治体のCALS／EC普及率向上

利用業務 全般

共有サーバー
共有サーバー

ＣＡＬＳ／ＥＣ ３次元 ？

 ＭＣ ？

情報共有 ？

システム開発・改良 人材育成プログラム 既存サービスの活用

新 ○ l

新 技術基準体系の整理 ○ m

新 テーマの募集 テーマの募集、研究 テーマの募集、研究、適用 ○ n

新 ○ n

行動計画の分類

国際標準の情報収集

国際会議への参加

　（技術調査課・国総研）

　国際標準機関（ISO）との連携

　（技術調査課）

　建設技術研究開発助成制度の活用

技術基準の策定・改良

H21

プログラム作成 プログラム実施

実施項目

　（技術調査課・国総研）

　CALS/EC関連技術基準の整備

　（技術調査課）

　技術者育成プログラムの実施

H22H20 H23～


